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要 旨

本稿では、わが国製造業上場全企業(継 続企業)を 対象 として、Grangercausalityの 考 え方に即 した

個別企業のパネルデータによる分析によって、産業(業 種〉別、分析対象期間別に雇用の決定メカニズ

ムの検証を試みた。使用 した変数は、期末従業員数増減率(雇 用)、OEM比 率、有形固定資産増加額増

減率(設 備投資)、 有形固定資産減少額増減率(設 備廃棄)、 営業利益増減率(利 益)で ある。分析対象

期間は1980年 か ら1998年 である。日本企業の雇用は、本稿の検証結果にみるかぎり、相対的に、利益 と

の規定関係を減じてい く一方で、OEM化 の受け皿に転化 しつつ、設備投資と操業度の調整機能を徐々

に強めてきている ようにみえる。しかし、雇用調整が利益獲得手段の役割を担っているとはいえない。

1.は じ め に

日本の製造業は、OEMへ の傾斜 を深めながら、相対的に徐kに 製品の自社生産を抑制してき

ている。このOEMに は、資本設備、雇用 との間に代替的関係が認められるが、その役割 は一様

ではな く、資本設備や雇用との関係のあり様に対応 して異なっている。OEM化 のメカニズムは、

調達先、企業規模、分析対象期間によっても、また、産業(業 種)に よっても相違がみられる1>。

本稿は、このOEM化 のメカニズムにOEM比 率 を主たる分析軸 として、産業(業 種)別 、期 間

別の検証を加えた前稿2)に 引 き続 き、雇用 を主要な分析視角として、産業(業 種)別 、期 間別の

雇用決定のメカニズムを解明することを課題 としている。われわれの基本的課題は、OEM化 の

メカニズムの解明による日本企業の経営行動モデルの構築にあるが、その前提作業 として、本稿

では、雇用の規定要因を検証する。実証モデルを含む分析方法は前稿を含む一連の論稿3)と 同一

である。すなわち、Grangercausalityの 考え方 に即 した個別企業のパネルデータによる分析(以

下、パネルデータ分析 と略称する)に よって、産業(業 種)別 、分析対象期間別に雇用の決定メ

カニズムの解明を試みる。産業(業 種)別 に分析対象とする企業群は、わが国製造業上場全企業

(継続企業)で ある。使用する変数は、期末従業員数増減率(雇 用)、OEM比 率、有形固定資産
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増加額増減率(設 備投資)、有形固定資産減少額増減率(設 備廃棄)、営業利益増減率(利 益)で

ある。

この諸変数からなる本稿で依拠する実証モデルは、雇用の決定メカニズム解明を一義的とする

モデルではな く、あ くまでも、OEM化 のメカニズムの解明に焦点を合わせたモデルであ り、本

稿の課題解決には十全 とはいいがたいが、利益 との関係等興味深い結果がすでに報告されている。

OEM化 のメカニズム解明に最終的には整合 される、いわば中間段階の作業ではあるが、失業率

に改善の兆 しがみられない現状を踏まえると、限 られた変数間の関係 に限定されたとしても、雇

用の決定メカニズムを報告す ることは大いに意義がある。なお、OEMに ついては、有価証券報

告書に記載 されている商品仕入高と関係会社商品仕入高の和 をOEMと 定義し、売上高に対する

このOEMの 比率をOEM比 率 として定義している。比較可能性を確保す るために、分析対象期間

も同一期間に細分化 し、1980年 から1985年 、1986年 から1990年 、1991年 から1998年 としている。

2.雇 用の産業(業 種)別 動向

2.1.分 析対象産業(業 種)

主要概念の定義や分析対象指標、実証モデルは、比較可能性 を確保するために、一連の論稿を

踏襲 してお り、本稿では、その詳細な報告は割愛 したい。分析対象指標の各変数を定常にするた

めに、OEM比 率については、産業(業 種)を 問わず、階差 をとっている。Grangercausalityに

よる因果律の分析結果は、5%有 意水準でF値 によるグループ検定を行っている。ただ し、本稿

では、10%有 意水準(5%超10%)に よるグループ検定結果をも報告 している。使用するデータ

ベースは、一連の論稿 と同一の 「旧開銀企業財務データバ ンク(会 計年度の正規化有 り)』であ

る。分析対象期間も同一であるが、本稿では、前稿に引き続き、期間を細分化 し、1980年代前半、

1980年 代後半、および1990年 代を対象としている。

産業(業 種)は 、前稿 と同じく、製造業上場全企業(継 続企業)を 上場市場区分を問うことな

く、以下の17産業(業 種)に 区分 し、そのすべてを分析対象としている。すなわち、食料品(以

下、食品と称す:以 下、カッコ内に略称のみ記す)、 繊維品(繊 維)、 木材 ・木製品(木 材)、

紙 ・パルプ(紙 パ)、 出版印刷(印 刷)、化学工業(化 学)、石油精製(石 油)、 ゴム製品(ゴ ム)、

窯業 ・土石製品(窯 業)、鉄鋼、非鉄金属(非 鉄)、 金属製品(金 属)、 一般機械(機 械)、 電気機

械器具(電 機)、 輸送用機械器具(輸 送)、 精密機械器具(精 密)、 その他製造業(そ の他)、 がそ

れである。なお、参考のため、製造業上場全企業(継 続企業)(製 造業全社)、 製造業1部 上場全

企業(製 造業1部 全社)、製造業2部 上場全企業(製 造業2部 全社)も 対象としている。OEMは 、

産業(業 種)す べての経営行動 を統一 しうる概念ではないが、便宜上全産業(業 種)に 対応 させ

ている。

2.2.雇 用の産業(業 種)別 動向

雇用 を含むOEM化 の産業(業 種)別 動向は、すでにその集計 レベルのデータについては、別

稿4)で 検証を終えている。 したがって、一社平均の期末従業員数、一社平均のOEM比 率、一社
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平均の有形固定資産当期増加額、一社平均の有形固定資産当期減少額、一社平均の営業利益から

判断 しうる17産 業(業 種)に およぶ雇用 を含むOEM化 をめ ぐるその基本的な動向の記述は割愛

したい。以下、産業(業 種)別 、細分化 した期間別の雇用決定のメカニズムを、個別企業レベル

のデータを使い、パネルデータによって検証するという本稿の基本的課題 に進むことにしたい。

3.雇 用の規定要因 実証結果

一連の論稿 とまったく同一の手続 きを踏襲 したパネルデータ分析の結果は、産業(業 種)別 に、

変数別、期間別一覧表を要約、作成 し、前稿に掲載 している。以下、雇用の決定メカニズムの解

明を課題に、産業(業 種)別 、期間別に雇用の規定要因を整理、検討することから始めたい。他

の要因の規定要因の検証は、別稿に譲 らざるをえない。

3.1.製 造業全社

わが国製造業上場全企業(継 続企業)の 動向を示す製造業全社の雇用は、全期間では、OEM

比率 と資本設備(設 備投資、設備廃棄)に 規定され、OEM比 率 と利益を規定する。この規定関

係は80年代後半にも認められる。

80年代前半の雇用は、利益 と同時規定関係 にあ り、OEM比 率をも規定している。1期 前の増

益が雇用 を拡大 させるが、1期 前の雇用増はOEM化 を抑制 し、減益をもた らす。雇用は利益の

動向と直結 し、OEM化 に代替する役割を果た しているが、資本設備 とは独立に決定されている。

80年代後半の製造業全社の雇用は、OEM比 率 と同時に決定 され、また、資本設備 にも規定 さ

れ、利益を規定する。全期のOEM化 の推進、1期 前の設備投資拡大 と2期 前の縮小、2期 、3期

前の設備廃棄拡大が雇用を増加 させる。設備投資が雇用に及ぼす影響は、2期 前の方が強い。

OEM化 への傾斜 と生産能力の縮小 を経たその更新 の影響を受けながら5)、雇用は決定されてい

る。雇用不足を補 うOEM化 と資本設備の動向が、雇用を規定 していることになる。一方、1期

前の雇用増 はOEM化 を抑制 し、3期 前のそれは増益 を招いている。80年 代前半 と同様 に、雇用

はOEM化 に代替しているが、80年代前半とは異なり、雇用は増益要因となっている。

90年代になると、雇用はOEM比 率、資本設備 と同時規定関係 を有するようになり、80年 代に

は認められた利益 との関係 を喪失する。1期 前のOEM化 の促進、3期 前の設備投資増、2期 前の

設備廃棄拡大が雇用を増大 させる。集計データの動向 を踏まえると、OEM化 の抑制と生産能力

の維持行動が雇用を縮小させているとみ られる。雇用 を視点とするかぎり、生産能力は縮小均衡

過程をたどってはいない。他方、1期 、3期 前の雇用増 は、OEM化 を抑制 し、1期 、2期 前のそ

れは設備投資を、3期 前の雇用拡大は設備廃棄 をそれぞれ縮小 させている。90年 代の雇用は資本

設備 との関係 を強め、設備投資に代替し、操業度を調整する手段 に転化 している。

3.2.製 造業1部 全社

企業規模 による雇用規定要因の相対的相違を確認するために、製造業全社 を上場市場区分によ

って分割し、製造業1部 全社の雇用規定要因をひとまず検証しておきたい。
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製造業1部 全社の雇用 は、全期では、OEM比 率 と設備廃棄に規定 され、OEM比 率と利益を規

定 している。製造業全社に確認された全期と同様の規定関係をみせる期間は、製造業1部 全社に

は認められない。製造業1部 全社の80年 代前半の雇用は、利益 と同時規定関係にあ り、OEM比

率を規定 している。1期 前の増益が雇用を拡大 させるが、1期 前の雇用増はOEM化 を抑制 し、1

期、2期 前のそれは利益 を減じる。雇用による利益の規定関係が強 くはなっているが、製造業1

部全社にみる80年代前半の雇用の規定状況は、製造業全社と軌を一にしているといえる。

80年代後半の雇用は、OEM比 率、設備投資と同時規定関係にあり、設備廃棄、利益(10%有

意水準)に よっても規定されている。全期のOEM化 の推進、2期 前の設備投資減 と設備廃棄増、

1期 前の減益が雇用増をもたらす。雇用拡大は減益下で、OEM化 に依拠 しなが ら、生産能力 を

縮小 しようという行動がもたらしている。集計データを踏まえると、増益を背景 に、OEM化 を

抑制 しつつ、生産能力の拡大戦略を展開するという行動が雇用を縮小させていたとみられる。一

方、1期 前の雇用増はOEM化 を抑え、2期 前のそれは設備投資を拡大するという影響を与えてい

る。

90年代の製造業1部 全社の雇用は、設備廃棄 と同時に決定 され、OEM比 率 と設備投資(10%

有意水準)を 規定する。2期 前の設備廃棄拡大が雇用を増加させるが、1期 前の雇用増はOEM化

を、2期 前のそれは設備投資を、1期 、2期 前の人員増は設備廃棄 をそれぞれ抑制 させる。雇用

増はOEM化 への依存度を抑えなが ら、生産能力を維持する行動の契機とな:っている。人員が減

少 させられる場合には、OEM化 に傾斜 しつつ、省力化型の生産能力更新が展開されているとみ

られる。

3.3.製 造業2部 全社

製造業2部 全社の雇用は、全期では、OEM比 率 と同時に決定され、設備投資 によっても規定

されている。製造業全社に認められた全期 と同様の規定関係 をみせる期間は、製造業2部 全社に

も認められない。

製造業2部 全社の雇用は、80年 代の前半、後半をとお して、いかなる要因とも有意な関係 をも

たず、独立に決定 されている。この現象は製造業2部 全社に特有の現象であり、他要因の特定が

なによりもまず求められる。

90年 代に入ると、製造業2部 全社の雇用は、OEM比 率、設備投資 と同時規定関係を有するよ

うになる。1期 前のOEM化 への傾斜 と3期 前の設備投資拡大が雇用 を増加させる。OEM化 が先

行 して雇用に肩代わりし、設備投資の影響が3期 のラグを経て雇用に及んでいる。他方、全期の

人員増はOEM化 を抑制 し、1期 前のそれは設備投資を縮小 させる。雇用増は生産能力を維持 も

しくは縮小 させ、人員を間接部門にシフ トさせる行動の契機となっている。

3!L食 品

食品の全期の雇用は、設備投資 と利益 に規定され、OEM比 率 と設備廃棄 を規定するが、 この

全期 と同一の規定関係 を示す期間はない。80年 代前半にみる食品の雇用は、OEM比 率と同時規

定関係 にあ り、設備廃棄と利益によ・っても規定されている。1期 、3期 前のOEM化 の抑制、3期
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前の設備廃棄拡大、1期 前の増益 と2期 前の減益が雇用を拡大 させる。雇用に及ぼす利益の影響

は2期 前の方が大 きい。利益の影響 を直接に受けなが ら、操業度を高め、 自社生産へ と傾斜する

行動が雇用を拡大させている。1期 前の人員増 は、OEM化 を抑えることになる。

80年代後半には、食品の雇用はいかなる要因にも規定されず、OEM比 率(10%有 意水準)と

設備投資を規定することになる。3期 前の雇用増はOEM化 をうなが し、2期 前のそれは設備投資

増を招 く。人員増が製品の自社生産とOEM化 促進の先行指標 となっている。

90年代の食品の雇用は、OEM比 率、設備投資、設備廃棄(10%有 意水準)、 利益(10%有 意水

準)の 全要因に規定され、資本設備を規定するようになる。1期 、2期 前のOEM化 の抑制、設備

投資の縮小、2期 前の設備廃棄拡大と増益が雇用を増加 させる。増益を背景 に、操業度向上を意

図 した自社内外での生産能力の縮小行動が食品の雇用 を増加 させている。他方、2期 、3期 前の

雇用増 は設備投資を、全期のそれは設備廃棄をそれぞれ縮小 させ る。雇用増は生産能力は維持 し

ながらも、間接部門への人員配置にウエイ トをおく行動 を促進させている。

3.5.繊 維

繊維の全期の雇用は、OEM比 率 と同時に決定 され、設備投資によっても規定されるが、この

繊維においても、全期の規定関係 と同一の関係 をみせる期間はない。80年代前半の雇用は、いか

なる要因にも規定 されず、OEM比 率 と利益を規定する。1期 前の雇用の拡大はOEM化 を抑制 し、

3期 前のそれは利益を増加 させる。雇用 は利益 を規定 し、製品の 自社生産もしくはOEM化 を規

定する役割を果たしている。

80年代後半 になると、前半とはまった く逆に、繊維の雇用はいかなる要因をも規定 しな くなる

が、資本設備 と利益 に規定されるようになる。2期 前の設備投資減、設備廃棄増、増益が雇用を

拡大 させる。増益下の生産能力縮小行動が雇用を拡大 させる。雇用の集計 データを踏まえると、

この経営行動 と、減益下の生産能力拡大が雇用減をもたらす経営行動 とがタイムラグをともない

並存 している可能性が高い。

90年 代の繊維の雇用は、独立変数的役割か ら従属変数的役割を果た した80年 代 とは異な り、

OEM比 率、設備投資 と同時規定関係にあ り、利益(10%有 意水準)を 規定するようになる。2

期前のOEM化 の抑制 と3期 前の設備投資増が雇用を拡大 させ る。自社生産の拡大行動が雇用増

を招 くが、この繊維のみならず、他のすべての産業(業 種)と 同 じように、OEM化 への傾斜が

雇用を縮小 させるという反対の経営行動 も認められる。一方、1期 前の雇用増はOEM化 を抑え、

2期 前のそれはOEM化 をうなが し、1期 、2期 前の雇用増は設備投資を抑制するが、3期 前のそ

れは利益 を減少 させる。雇用がOEM比 率に及ぼす影響は1期 前の方が大 きい。人員減が直接利

益獲得手段 となり、省力化型の設備投資を行いつつ、OEM化 が進展する傾向が認められる。

3.fi.木材

全期の木材の雇用は、OEM比 率 と設備廃棄に規定 されるが、他のいかなる要因をも規定 して

いない。この全期 と同一の規定関係が認められる期間は、やはり存在 しない。なお、80年 代前半

と80年代後半の木材については、検証結果が利用できない。90年 代の禾材の雇用は、OEM比 率
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(10%有 意水準)と 利益に規定され、設備廃棄(10%有 意水準)を 規定 している。2期 前のOEM

化の推進と1期 、3期 前の減益が雇用を拡大させ、2期 前の雇用増が設備廃棄を抑制する傾向に

ある。減益下での設備投資をともなわないOEM化 の推進が間接部門の人員を増加させ、その人

貝増が論理的には生産能力の拡大 もしくは維持、現実には生産能力の維持 に寄与する傾向があ

る。

3、7.紙パ

紙パの全期の雇用は、いかなる要因とも有意な規定関係をもたず、この全期 と同一の規定関係

が認められる期間はない。80年 代前半の紙パの雇用は、設備廃棄 と同時に決定され、OEM比 率

(10%有 意水準)と 利益によっても規定される。2期 前のOEM化 の促進、3期 前の設備廃棄抑制、

1期 前の増益が人員増 をもたらす。増益 を背景 に、OEM化 に傾斜 しなが らも、生産能力を拡大

もしくは維持 しようとする経営戦略が雇用増を招いている。他方、3期 前の雇用増は設備廃棄を

うながしており、雇用は操業度を高める経営行動の呼び水 となっている。

80年代後半には、紙パの雇用 は、OEM比 率(10%有 意水準)、 設備投資、利益 を規定するが、

他の要因に規定 されることはない。1期 前の雇用増はOEM化 を抑え、1期 、3期 前のそれは設備

投資を抑制するが、3期 前の雇用拡大は利益を増加 させる。製品の内製化を維持 もしくは縮小 し

ながら、その外製化をも抑えつつ、人員を間接部門に配置する行動が増益要因となっている。

90年代に至っても、80年 代後半と同様に、紙パの雇用 を規定する要因は認められず、その雇用

はOEM比 率(10%有 意水準)と 利益 を規定する。2期 前の雇用増がOEM化 を抑制 し、利益を減

じている。OEM比 率の集計データの推移から判断するか ぎり、雇用の縮小がOEM化 促進 と増益

の規定要因となっている。

3.8.印 刷

印刷の雇用の全期の規定要因は、利益であり、設備廃棄 と利益を規定するが、この規定関係 と

同じ関係 を示す期間はない。ただ し、雇用 とOEM比 率は同一の規定関係 を有 している。80年 代

前半には、印刷の雇用はOEM比 率、設備廃棄(10%有 意水準)、 利益 を規定するが、他の要因に

規定 されることはない。1期 前の雇用増はOEM化 を進めるが、2期 、3期 前のそれはOEM化 を

抑制する。また、2期 前の人員増は減益要因となるが、3期 前のそれは増益要因となっている。

OEM比 率に及ぼす影響は、単年度では1期 前が大きいが、相対的には負の影響の方が強い。利

益に対する影響は2期 前の方が大きい。80年 代前半の印刷の雇用 は、OEM化 と利益の直接の規

定要因となっている。

80年代後半については、検証結果が利用できない。90年 代の印刷の雇用は利益 と同時規定関係

にあり、設備廃棄(10%有 意水準)に 規定 され、OEM比 率を規定 している。1期 、2期 前の設備

廃棄増、1期 前の増益 と2期 、3期 前の減益が雇用 を拡大させる。利益が及ぼす影響は負の方が

強い。90年 代には、操業度の水準 と利益が雇用 を規定 している。一方、1期 、2期 前の雇用増は

OEM化 に傾斜 させ、1期 、3期 前のそれは増益 を招いている。雇用とOEM比 率の集計データか

らは、雇用縮小がOEM化 の抑制 と減益要因となっている可能性が読みとれる。
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3.9.化 学

化学の全期の雇用は、OEM比 率と同時に決定され、利益 を規定するが、この関係 と同一の規

定関係はいかなる期間にも認められない。80年 代前半には、化学の雇用 は、OEM比 率 と設備廃

棄(10%有 意水準)に 規定され、設備廃棄を規定する。3期 前のOEM化 の抑制と1期 、2期 前の

設備廃棄縮小が雇用を拡大させる。生産能力の拡大であれ、その維持であれ、自社生産への傾斜

が人貝増をもたらしている。1期 、3期 前の増員は、設備廃棄を拡大させ、操業度向上を後押 し

する役割を担っている。間接部門への人員配置 も射程に入っているとみられる。

80年 代後半になると、雇用はOEM比 率 と設備投資に規定 され、設備投資、設備廃棄、利益 を

規定するようになる。全期のOEM化 の推進と2期 前の設備投資抑制が雇用増を招 く。製品の外

製化を進めながら、人員を間接部門に重点配置する行動がみられる。一方、2期 前の雇用増は設

備投資 を積極化させ、3期 前のそれは設備廃棄を減少 させている。生産能力の拡大行動が雇用増

に貢献 しているが、2期 、3期 前の雇用増は減益要因となっており、減益に耐え、生産能力を拡

大 しようとした時期 とみられる。

90年 代 の化学の雇用は、OEM比 率 と同時規定関係 にあ り、資本設備 を規定する。2期 前の

OEM化 の抑制が雇用 を増加 させるが、1期 、3期 前の雇用増はOEM化 を抑え、1期 前のそれは

設備投資を拡大させる一方で、3期 前の人員増 は設備投資、設備廃棄を抑制 している。設備投資

に対する影響は3期 前の方が強い。雇用はOEM化 とペイオフ関係をもち、生産能力のパターン

を先行規定する役割を果たすようになる。

3.10.石 油

石油の全期の雇用は、OEM比 率、設備投資、利益 に規定されるが、他の要因を規定すること

はない。この全期の関係と同一の規定関係をみせる期間はない。石油の80年 代前半の雇用は、利

益 に規定 され、OEM比 率と設備廃棄を規定する。1期 前の増益が雇用を増加させているように、

雇用は利益の増減に対応 して規定されている。2期 前の雇用増はOEM化 を進め、1期 前のそれは

設備廃棄を拡大させる。増益 を背景とする人員増は、操業度を高めながら、製品の外製化 をも促

進する傾向を有する。

80年代後半の石油の雇用は、OEM比 率 と設備廃棄に規定 され、設備廃棄 と利益 を規定する。1

期、2期 前のOEM化 への傾斜 と設備廃棄抑制が増員 を招 く。生産能力を維持 しつつ、外製化へ

も傾斜する行動が間接部門重視の経営行動を引 き起 こしているとみられる。3期 前の雇用増は設

備廃棄を拡大させ、利益 をも増加させている。雇用は操業度 を向上させ、人員を間接部門に振 り

向けることによって、利益を獲得する手段 に転 じている。

だが、90年 代になると、雇用は設備投資を規定するだけになる。2期 、3期 前の雇用増 は設備

投資 を抑制しており、雇用の役割は設備投資の代替手段 に転化 している。

3.11.ゴ ム

ゴムの雇用は、全期では、OEM比 率と設備投資に規定 され、設備廃棄 を規定するが、同一の

規定関係がみられる期間は存在 しない。80年 代前半のゴムの雇用は、OEM比 率 と設備投資に規
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定 され、資本設備 と利益 を規定する。1期 前のOEM化 の促進 と3期 前の設備投資増が雇用を拡

大 させる。製品の外製化と自社生産双方への経営行動の展 開が雇用増をもたらす。1期 前の雇用

増は設備投資を拡大させるが、2期 前のそれは設備投資を抑える。設備投資に及ぼす影響の強さ

はほぼ同 じとみ られる。また、2期 、3期 前の雇用増は設備廃棄を増加 させ るが、1期 前のそれ

は利益 を減じている。雇用が生産能力の更新 と縮小、利益 を規定 してお り、利益に関しては、減

員が増益をもたらしている。

80年代後半には、ゴムの雇用はOEM比 率(10%有 意水準)に 規定 され、OEM比 率 と資本殻備

を規定する。3期 前のOEM化 の推進が雇用を減 じてお り、OEM化 が雇用の代替手段 となってい

る。一方、2期 前の増員はOEM化 を抑 え、3期 前のそれは設備投資 と設備廃棄を抑制する。人員

増は製品の外製化から、生産能力を維持 しつつ、間接部門に人貝を配置する経営戦略への展開の

契機 となっている。

90年代になると、ゴムの雇用はOEM比 率、設備投資、設備廃棄(10%有 意水準)に 規定され、

OEM比 率と利益(10%有 意水準)を 規定する。2期 前のOEM化 への傾斜、1期 前の設備投資縮

小、3期 前の設備廃棄減が雇用を増加させる。雇用の集計データの推移から、省力化型の生産能

力の拡大行動が雇用を縮小 させる傾向にある。他方、1期 前の人員減はOEM化 をうながし、3期

前のそれは増益要因となつている。ゴムの場合、80年 代後半を除くと、人員削減を利益獲得手段

と位置づけている傾向が認められる。

3.12.窯 業

窯業の全期の雇用は、OEM比 率 と同時規定関係にあ り、設備廃棄を規定 しているが、90年 代

に同一の規定関係がみられる。80年 代前半には、窯業の雇用は、OEM比 率、設備廃棄、利益を

規定するが、他の要因によっては規定されない。1期 、2期 前の雇用減がOEM化 を促進 し、2期 、

3期 前のそれが設備廃棄 を縮小させ、1期 前の人員減が増益 を招いている。雇用減を利益獲得手

段 としながら、生産能力の拡大もしくは維持をはか りつつ、製品の外製化を進める行動が読みと

れる。

80年代後半の雇用 も、80年代前半と同 じように、他の要因には規定されず、資本設備 と利益を

規定する。2期 、3期 前の雇用増が設備投資を縮小させ、1期 、2期 前のそれが設備廃棄 を抑制 し

ている。80年代前半とは逆に、雇用増が増益要因に転化 してお り、2期 前の雇用拡大が増益をも

たらす。生産能力を維持 しつつ、人員を間接部門に振 り向ける経営戦略が利益に結実 している。

90年代の雇用はOEM比 率 と同時に決定され、設備廃棄 を規定する。1期 前のOEM化 の促進が

雇用を拡大 させている。他方、2期 前の増員はOEM化 をうなが し、設備廃棄を抑えている。雇

用はOEM化 の傾向と同調 しつつ も、操業度の調整手段の役割を担うようになっている。

3.13.鉄 鋼

明確な減少傾向をみせる鉄鋼の全期の雇用は設備投資に規定されるだけであ り、この全期 と同

一関係が認め られる期間は、存在 しない。80年代前半の鉄鋼の雇用は、設備投資(10%有 意水準)

に規定され、OEM比 率 と設備投資を規定する。2期 前の設備投資縮小が雇用を減 じてお り、設
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備投資が雇用を調整 している。一方、2期 、3期 前の雇用減はOEM化 を抑制 し、1期 前のそれは

設備投資を縮小させるが、3期 前のそれは設備投資を拡大させている。設備投資に対する影響の

強さはほぼ1司一である。雇用は製品の外製化と1司調 しなが ら、設備投資の増減 を先行 して規定す

る役割を果たしている。

80年 代後半の鉄鋼の雇用は、OEM比 率と同時に決定され、・利益(10%有 意水準)に も規定 さ

れている。全期のOEM化 の抑制 と1期 前の減益が雇用を縮小 させている。減益 を背景に、外製

化を抑 えなが らも、生産部門の要員削減が実施されている。だが、1期 前の人員減がOEM化 を

うなが していることから、要員減を外製化で補おうとする傾向も認められる。

90年代 になると、鉄鋼の雇用はOEM比 率と設備投資を規定するだけで、他の要因に規定 され

ることはなくなる。2期 前の減員、3期 前の増員がOEM化 を促進 し、2期 前の人員減は設備投資

を拡大させている。OEM比 率に及ぼす影響の大 きさは、ほぼ変わらない。雇用がOEM化 の動向

に左右され、設備投資に代替する役割を担うことになる。

3.14.非 鉄

非鉄の全期の雇用は、設備投資 と同時規定関係 にあるが、同一の規定関係 を示す期 間はない。

80年代前半の雇用は、非鉄では、すべての要因に規定され、設備投資(10%有 意水準)と 設備廃

棄を規定する。増員要因は、2期 前のOEM化 の推進、1期 、2期 前の設備投資拡大、1期 前の設

備廃棄縮小、そして1期 前の増益である。増益を背景 に、生産能力の拡大をはかる一方で、製品

の外製化をも押 し進めようとする経営行動が人員増を呼び込んでいる。ただ し、2期 、3期 前の

増員は設備投資を抑制し、1期 、2期 前のそれは設備廃棄を抑えていることから、雇用は生産能

力の更新であれ、その維持であれ、資本設備を調整する側面 をも同時に兼ね備 えている。

80年代前半の規定関係か ら一転 して、80年 代後半になると、非鉄の雇用は、OEM比 率だけを

規定するようになる。2期 前の雇用増がOEM化 を進める一方で、3期 前のそれはOEM化 を抑制

することから、雇用はOEM化 の調整手段に転 じている。このOEM比 率に及ぼす雇用の影響の強

さはほとんど変わらない。

90年 代には、非鉄の雇用は利益 に規定 され、OEM比 率を規定するようになる。3期 前の増益

が雇用 を縮小 させ、1期 、2期 前の雇用減がOEM化 を進展させる。増益を背景に、少な くとも生

産部門の人員が削減されているとみ られる。

3.15.金 属

金属の全期の雇用は、設備廃棄と同時に決定されてお り、この現象は90年代にも認められる。

80年代前半の金属の雇用は、資本設備 と利益に規定され、設備投資(10%有 意水準)を 規定す

る。3期 前の設備投資拡大 と設備廃棄縮小、1期 、2期 前の増益が雇用を増加 させる。増益を背

景 とする生産能力の拡大行動が人員増をもたらしている。だが、2期 前の雇用の拡大は設備投資

を抑制する傾向を有 している。

80年代後半になると、金属の雇用はOEM比 率 と同時規定関係 をみせ、資本設備 と利益を規定

するようになる。全期のOEM化 の推進が増員を招いてお り、生産のあ り様が雇用 を規定 してい
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る。一方、3期 前の雇用増はOEM化 を促進 させるとともに、設備投資 を抑制 し、1期 、2期 前の

増員は設備廃棄 を抑えているが1全 期の人員増は減益要因となっている。雇用の集計データを踏

まえると、減益に結果するにもかかわらず、生産能力を維持 しながら、製品の外製化を進め、間

接部門の人員配置を進めるという経営行動を展開している様相が読み とれる。

90年代 には、金属の雇用は設備廃棄と同時に決定されるようになる。全期の設備廃棄増が雇用

を拡大 させ、1期 前の雇用増が設備廃棄 を抑制する。ここでも集計データにみる雇用の推移を考

慮すると、操業度 を高めつつ、.間接部門を重視する経営行動から、生産部門を主力 とする経営行

動 に回帰 しているとみ られる。

3、16.機 械

機械では、その全期の雇用はOEM比 率 と設備投資に規定 され、設備廃棄 を規定するが、同一一

の規定関係 を示す期間は認め られない。80年 代前半には、雇用はOEM比 率に規定 され、OEM比

率(10%有 意水準)と 利益を規定する。1期 、2期 前のOEM化 への傾斜が雇用 を拡大させる。雇

用の集計データの推移かち、外製化の抑制が雇用減に先行 しているとみられる。他方、1期 前の

雇用縮小はOEM化 をうなが し、3期 前のそれは増益をもたらしている。雇用縮小が外製化 を招

き、利益回復手段 とされている。

80年代後半の機械の雇用は、OEM比 率 と設備廃棄に規定され、OEM比 率 と設備投資を規定す

る。1期 、2期 前のOEM化 の推進 と2期 、3期 前の設備廃棄縮小が雇用を縮小 させ る。生産能力

の拡大もしくは維持行動 と製品の外製化への動 きが雇用減少 を招いている。一方、2期 前の雇用

減はOEM化 を抑え、3期 前のそれは設備投資を拡大 させてお り、人員減は省力化型の設備投資

を先導している。

90年 代 に入ると、機械 の雇用は、OEM比 率と設備投資に規定され、OEM比 率、設備投資

(10%有 意水準)、 設備廃棄を規定するようになる。1期 、2期 前のOEM化 と設備投資の抑制が雇

用を減少させ、雇用減はあたかも縮小均衡過程をうなが しているかのようにみえる。他方、2期

前の雇用縮小はOEM化 を進め、・1期前のそれは設備投資 と設備廃棄を拡大 させている。雇用減

は製品の外製化と同時に生産能力の更新 を導いている。

3.17.電 機

電機の全期の雇用は紙パと同じように、いかなる要因とも有意な規定関係 をみせない。この全

期と同一の規定関係が認められる期間は存在 しない。80年 代前半の電機の雇用は、設備投資 と同

時規定関係にあり、設備廃棄 を規定 している。2期 前の設備投資抑制が雇用を増加 させるが、全

期の雇用増は設備投資を抑え、2期 前のそれは設備廃棄 を拡大させている。雇用は設備投資の代

替手段であ り、生産能力を縮小 させつつ、間接部門重視の経営行動 を招いている可能性がある。

80年代後半の電機の雇用は、OEM比 率 と設備投資に規定 され、設備廃棄 と利益(10%有 意水

準)を 規定する。全期のOEM化 の推進 と2期 、3期 前の設備投資拡大が人員増をもたらしてい

る。また、1期 、3期 前の雇用増 は設備廃棄を増大 させてお り、外製化の進展のみならず、生産

能力が更新 される中で、雇用が相乗的に拡大 されている。雇用は利益 にも影響する傾向を有 し、
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1期 前の雇用増は増益を、2期 前のそれは減益 を生 じさせている。雇用が利益に及ぼす影響の強

さは、全期では正負ほぼ同じとみられ、増益要因ではないが、雇用が利益 に直結 している事実は

確認できる。

90年代には、電機の雇用は設備投資に規定 され、OEM比 率と設備廃棄を規定する。設備投資

による雇用の規定関係 と雇用 による設備廃棄の規定関係が電機のひとつの特徴であろう。1期 前

の設備投資増が雇用を拡大させ、2期 前の雇用増はOEM化 を抑制 し、1期 前の雇用増 と3期 前の

雇用減が設備廃棄を拡大 させている。設備廃棄に対する影響の大 きさは、3期 前の方が強い。雇

用増は生産能力の更新あるいは拡大下で生起する現象 とみられる。

3.18.輸 送

輸送の全期の雇用は、電機と同様に、いかなる要因にも規定 されないが、資本設備を規定 して

いる'。この全期 と同一の規定関係 は80年代後半に認められる。80年 代前半の輸送の雇用は、利益

(10%有 意水準)に のみ規定される。1期 前の増益が雇用を拡大させる傾向にある。

80年代後半には、輸送の雇用の規定要因はみ られず、雇用は資本設備 を規定する。雇用の集計

データを踏まえると、2期 、3期 前の人員減が設備投資を拡大 させ、2期 前のそれが設備廃棄 を

拡大させている。雇用が生産能力更新の代替手段 となっている。

90年代の輸送の雇用は、OEM比 率(10%有 意水準)に 規定され、OEM比 率 と設備投資を規定

するようになる。2期 前のOEM化 の推進が雇用 を拡大 させる傾向にある。外製化への動 きが間

接部門への人員配置を促進 しているとみられるが、他方、1期 前の雇用増はOEM化 と設備投資

を抑制している。人員増は外製化 を控え、生産能力を維持 もしくは縮小する経営行動下で認めら

れ、増加要員の主力は間接部門にシフ トされているといえるであろう。

3.19.精 密

精密の全期の雇用 も電機、輸送 と並んで、他の要因に規定 されることはな く、OEM比 率 を規

定するにす ぎない。この全期 と同一の規定関係 は、細分化 した期間には認められない。80年代前

半の精密の雇用は、利益(10%有 意水準)に 規定され、利益を規定 している。3期 前の減益が雇

用を増加させ、1期 、2期 前の増員 は利益 を減 じている。雇用 と利益は直接に関係 しているが、

減員が増益をもたらす傾向が強い。

80年代後半の精密の雇用はやは り利益 に規定 され、OEM比 率 と資本設備を規定 している。80

年代前半 とは逆に2期 前の増益が雇用増をもたらす。一方、1期 、2期 前の雇用拡大はOEM化 を

抑制し、1期 、3期 前のそれは設備投資を抑 え、1期 前の雇用増は設備廃棄を縮小 させている。

雇用増は外製化を削減 し、生産能力維持という経営行動展開の契機に転化 している。増加人員は

間接部門に配置されているとみられる。

90年代 になると、精密の雇用はOEM比 率 と同時に決定され、設備投資に規定されるようにな

る。1期 、2期 前のOEMの 進展 と2期 前の設備投資拡大が雇用増をもたらす。雇用拡大は外製化

と自社生産双方の拡大下で生起する現象である。だが、1期 前の雇用増はOEM化 を抑制する役

割を果たしてもいる。



31& 奈 良 大 学 紀 要 第31号

3.2d.そ の他

その他の全期の雇用は利益 にのみ規定されているが、この全期 と同一関係が認められる期間は

ない。80年 代前半のその他の雇用は、利益 と同時規定関係 にある。3期 前の増益が雇用 を増加さ

せ、1期 前の雇用増が利益を拡大 させている。

80年代後半には、その他の雇用は、設備投資 と同時規定関係にあ り、利益(10%有 意水準)を

規定 している。1期 前の設備投資拡大が人員増をもたらす。3期 前の増員は設備投資 と利益 を拡

大させる傾向にある。

90年代になると、その他の雇用は利益に規定 され、資本設備(10%有 意水準)を 規定するよう

になる。全期の増益が雇用の増加要因となる。他方、2期 前の雇用増は設備投資を抑制 し、3期

前のそれは設備廃棄を拡大させる傾向を有する。雇用増は生産能力縮小の呼び水 となり、人員が

間接部門に配置される傾向が認められるが、期間を問わず、その他の雇用は、相対的に単純な論

理で規定されている傾向が強いとみられる。

4.む すび に代 えて

以上、わが国製造業上場全企業(継 続企業)を 対象として、Grangercausalityの 考え方に即 し

た個別企業のパネルデータによる分析によって、産業(業 種)別 、分析対象期間別に雇用の決定

メカニズムの検証を試みてきた。使用した変数は、期末従業員数増減率(雇 用)、OEM比 率、有

形固定資産増加額増減率(設 備投資)、 有形固定資産減少額増減率(設 備廃棄)、営業利益増減率

(利益)で ある。この諸変数か ら構築 される本稿で依拠 した実証モデルは、OEM化 のメカニズム

の解明に焦点を合わせたモデルであ り、雇用の決定メカニズム解明を目的とするモデルではない。

それゆえ、本稿の課題解決に十全に適合 したモデルとはいえないが、資本設備、利益等 との関係

について興味深い事実発見が本論ですでに報告されている。また、本稿においても、使用 した変

数すべての因果律を検定 し、諸変数間の因果関係 を整合的に説明 し、経営行動を全体像 として把

握するという本来の作業 を重ねてはいない。分析対象企業群、細分化 された分析対象期間を考慮

すると、複雑に過ぎるからである。したがって、変数別に分析 し、最終的にそれらを総合 し、経

営行動のモデルを構築するというアプローチをとらざるを得ない。本稿では、OEM比 率に引 き

続いて、雇用に焦点を合わせている。

以下の表1は 、産業(業 種)別 、分析対象期間別に、雇用規定要因を整理、要約 している。分

析対象期間は1980年 か ら1998年 であるが、この期間全体については、5%有 意水準でF値 による

グループ検定を行った結果だけを報告 している。
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表1産 業(業 種)別 雇用規定要因

独立変数

産業(業 種) 分析期間

従属変数

OEM
設備

投資

設備

廃棄
利益 OEM

設備

投資

設備

廃棄
利益

0 0 0 全 社 80-98 O O

0 .1 0 O

0 0 0 86-90 0 0

0 O O 91-98 0 0 0

0 0 1部 上場 一 ・一

.1 0 0

0 .i 0 O

0 0 0 △ 86-90 0 0

0 91-98 0 △ O

0 0 2部 上場 .1.一 0
.1

86-90

0 0 91-98 0 a

0 0 食 品 .1.. 0 0

0 0 0 .1 0

86-90 △ 0

0 0 △ △ 91-98 0 0

0 O 繊 維 .1.. 0

.1 O O

0 0 0 :.'1

0 0 91-98 0 O △

0 0 木 材 .1..

NA NA NA NA .1 NA NA NA NA

NA NA NA NA :.・1 NA NA NA NA

△ 0 91-98 △

紙 パ 80-98

△ O 0 .1 0

86-90 △ 0 0

91-98 △ O

0 印 刷 .1,. 0 0

.1 O △ 0

NA NA NA NA 86-90 NA NA NA NA

△ 0 91-98 0 0

0 化 学 .1.. 0 O

O △ .1 0

O O 86-90 0 0 0

0 91-98 0 0 0

0 O 0 石 油 .i,.

O .1 O 0

O 0 86-90 0 0

91-98 0
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独立変数

産業(業種) 分析期間

従属変数

OEM
設備

投資

設備

廃棄
利益 OEM

設備

投資

設備

廃棄
利益

0 0 ゴ ム .1.. 0

0 0 .! 0 0 0

△ 86-90 0 0 0

0 0 D 91-98 0 D

0 窯 業 .1.. 0 0

.1 ○ 0 0

:.'1 0 0 0

0 91-98 0 0

0 鉄 鋼 .1..

△ .1 0 0

0 D 86-90 0

91-98 0 0

0 非 鉄 .1.. 0

0 0 0 0 .1 △ 0

:.'1 0

0 91-98 0

0 金 属 .!.. 0

0 0 0 .! D

0 :・'1 0 O 0 0

0 91-98 0

0 0 機 械 .!.. 0

0 .1 D 0

0 0 :・ ・! 0 0

0 0 91-98 0 D 0

電 機 ./..

0 .1 0 0

0 0 86-90 0 D

0 91-98 0 0

輪 送 .!.. 0 0

D .1

:・'1 0 0
△ 91-98 0 0

精 密 80-98 0

D .1 0

0 :.・1 0 0 0

0 0 .. 0

0 そ の 他 .!..

0 .! 0

0 :・ ・1 0 D

0 ・ ・ D △

注:O印 は、F値 が、5%以 下 で有意な関係を、また、△印は、5%超10%以 下で有意な関係を示 している。
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細分化 された期間を問わず、分析対象期間全期 に認められる諸変数間の関係 と同一の規定関係

をみせる業種は、存在 しない。製造業全社(80年 代後半)、 窯業(90年 代)、 金属(90年 代)、 輸

送(80年 代後半)だ けが、全期 と同一の規定関係 を示す期間を有する。前稿 と同じように、分析

対象期間を細分化 したことによって、決定係数は相対的に高 くなり、モデルとしての精度は向上

している。変数 と期間を特定すれば、経営行動のモデル確定と判断で きる産業(業 種)が ここで

も認められる。

産業(業 種)別 の雇用規定要因の変容過程は、すでに詳述されているので、ここでは再論はし

ない。期間別の全体の動向に言及するにとどめたい。期間を問わず、雇用がOEM比 率と独立に

決定される産業(業 種)は 、その他だけである。雇用が設備投資、設備廃棄 と有意に関係 しない

産業(業 種)は 、存在せず、製造業2部 全社の雇用だけが、利益 と有意な関係 を示 さない。

製造業全社、製造業1部 全社、製造業2部 全社 を含み、また、10%有 意水準による検定結果 を

も含めて、以下、雇用規定要因を変数別、期間別に整理すると、雇用がOEM比 率 を規定する産

業(業 種)は 、80年 代前半(木 材 を除 く、以下同じ)に は、9産 業(業 種)、80年 代後半(木 材、

印刷 を除 く、以下同 じ)は 、10産 業(業 種)、90年 代は、15産 業(業 種)で あり、OEM比 率が雇

用 を規定する産業(業 種)は 、期間順に、それぞれ、6、9、11の 産業(業 種)で ある。

雇用が設備投資に規定 される産業(業 種)は 、80年 代前半か ら順 に、5、6、8産 業(業 種)

であ り、雇用が設備投資 を規定する産業(業 種)は 、期間順に、それぞれ、5、11、11の 産業

(業種)で ある。

雇用が設備廃棄 によって規定 される産業(業 種)は 、期間を追って、それぞれt5、5、6の

産業(業 種)で あ り、逆に、雇用が設備廃棄を有意に規定する産業(業 種)は 、期 間順に、それ

ぞれ、8、8、10産 業(業 種)で ある。

雇用が利益に規定 される産業(業 種)は 、80年 代前半から順 に、10、4、5の 産業(業 種)で

あ り、反対に、雇用が利益 を規定する産業(業 種)は 、それぞれ、9、8、4産 業(業 種)で あ

る。

全体の傾向は、前稿 にみるOEM比 率を分析視座 とする分析結果 と相対的に変わらず、OEM比

率 との関係が強 くなる一方で、利益 との関係 は弱 くなっている。資本設備 との関係 は相対的に大

きく変化 していないとみられるが、期間を追うにつれ、資本設備 との規定関係は、若干強 くなっ

てきている。雇用を独立変数 とする規定関係 を有する産業(業 種)数 が、雇用 を従属変数とする

規定関係を示す産業(業 種)数 より、いずれの変数についても多いことが、雇用 を分析軸 とする

変数間の関係を特質づける特徴のひとつといえるであろう。雇用は他変数 に規定 されるよりもそ

れ らを規定する傾向を相対的に有 している。

雇用との規定関係の変容のあ り様 をOEM比 率を視点にまず整理 したいが、OEM比 率、すなわ

ち、製品の内製化、外製化の動 きと雇用 との関係については、すでに前稿で指摘 している。雇用

によるOEM比 率の規定関係には、雇用増がOEM化 をうながす関係 と雇用減がOEM化 を加速 さ

せる関係のふたつがあるが、後者の関係が傾向として認識できる産業(業 種)は 、80年代前半か

ら順に、7、6、12の 産業(業 種)で あ り、80年 代後半、90年 代のどちらともいいがたい各1産

業(業 種)を 除 く、残 る2、3、2の 産業(業 種)は 、前者の関係にある。90年 代 になると、
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OEM化 推進は雇用に代替する役割を担 うようになってきている。

他方、OEM比 率が雇用を規定する関係をみると、OEM化 促進が雇用減をもたらす関係が認め

られる業種は、80年代前半から期間順に、2、2、3の 産業(業 種)で あ り、残る4、7、8の 産

業(業 種)は 、OEM化 への傾斜が雇用増を招いている。OEM化 推進は、雇用不足 を雇用増に先

行 して補完する手段 とされている傾向が基本的に認められる。ただし、集計データを踏まえると、

この傾向は80年代後半には説明力をもつが、90年 代 には、雇用調整に先行 してOEM化 が抑制 さ

れる傾向にあると解釈すべ きであろう。

設備投資と雇用の規定関係 については、設備投資増が雇用増を招 く関係 と雇用 を縮小 させる関

係があ り、前者の関係が認められる産業(業 種)は 、80年 代前半か ら順に、4、2、6産 業(業

種)で ある。残る1、4、2の 産業(業 種)に は、後者の関係が認められる。80年 代後半 を除 く

と、相対的に雇用増に先行 して設備投資が行われる傾向が認められる。集計データを踏まえると、

90年代には、雇用調整に先立ち、設備投資が抑制 されているとみ られる。

一方、雇用による設備投資の規定関係については、雇用増が設備投資抑制に先行する関係が支

配的であ り、期間を追って、3、7、11の 産業(業 種)に この規定関係が認められる。雇用増が

設備投資拡大を誘発する関係 は、80年 代後半 に4産 業(業 種)に みられるにす ぎない。ただし、

いずれにも分類できない産業(業 種)が 、80年代前半に2産 業(業 種)認 められるが、全体の傾

向は変わらない。雇用増が設備投資を抑制するか、.あるいは雇用減が設備投資を拡大 させるとい

う形の雇用による設備投資の調整機能が、傾向として相対的に強 くなってきているといえる。

操業度 と関係する設備廃棄 と雇用の規定関係 を雇用による設備廃棄の規定関係からみてい く

と、雇用増が設備廃棄増を招 く現象は、期間順に、7、2、1の 産業(業 種)に みられ、反対 に、

雇用増が設備廃棄 を抑制する現象は、1,6,9の 産業(業 種)に 認められる。雇用は明 らかに

操業度を調整する手段 としての様相を強めてきている。

他方、設備廃棄 による雇用の規定関係 に目を転 じると、設備廃棄拡大が雇用を増加 させる産業

(業種)が1,4,5と 増加 し、逆に、設備廃棄増が雇用を縮小 させ る産業(業 種)は4,1,1

に減少 してきている。設備廃棄が雇用 を同調的に調整する傾向が期間を追って認められるように

なってきている。

利益 と雇用の規定関係 を、増益が雇用増 をもたらす現象から確認 していくと、80年 代前半か ら

順に、8、3、2産 業(業 種)で あ り、残る2、1、3の 産業(業 種)は 、増益が雇用の縮小をう

ながしている。日本企業は、少な くとも80年代前半には、他期間と比較すると、相対的に合理的

な経営行動を展開していた傾向が認められる。

一方、雇用による利益の規定関係をみると、雇用増が増益 に結実する現象は、期間順に、2,

5,1の 産業(業 種)に 認められ、反対に、雇用拡大が減益をもたらす現象は㍉7,2,3の 産業

(業種)に みられる。後者は増益が人員削減によって確保される事象であるが、いわゆるアメリ

カ型 と理解できるこの事象は、80年代前半に相対的に認められる事象にす ぎない。90年 代か ら聞

かれ始めたリス トラは、本稿の分析対象期間にみる雇用調整に関するかぎり、利益獲得手段の機

能を果たしているとはいえない。日本企業はそこまでまだ追い込まれてはいなかったのか。 日本

企業は何を主たる目的として雇用調整を展開していたのであろうか。
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以上のように、日本企業の雇用は、本稿の検証結果にみるかぎり、相対的に、利益 との規定関

係を減 じてい く一方で、OEM化 の受け皿 に転化 しつつ、設備投資 と操業度の調整機能を徐々に

強めてきているようにみえる。 しかし、雇用調整は利益獲得手段の役割を担っているとはいえな

い。この役割が認識で きるのは80年代前半までである。期間を追って、資本設備の動向が利益を

生み出すように変化 してきているのか。稿 をあらためて論 じたい。

もちろん、表記課題と関連するが、変数別の検証 ・分析結果 を総合 し、整合的な経営行動のモ

デルを構築するという作業が残されていることはいうまでもな く、また、製造業全社で確認され

た、上場市場区分による雇用規定要因の相対的相違に、産業(業 種)別 に検証を加える必要性 も

残っている。とくに、80年代 は企業規模によって、雇用規定要因にかなりの相違が認め られる可

能性がある。
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Summary

ByuseofthecorporatefinancialdatabaseoftheDevelopmentBankofJapan,basedonGranger

causebypaneldata,weverifythemechanisumonBete血ningemploymentofJapaneselisted17man-

ufacturingindustries'corporations.Thevaゴableswhichweuseinthisstudyarethechangingratiqof

thenumberofemployees(theemployment),4EMratio,theincreaseratioofthetangiblefixedassets

(血einvestment),thedecreaseratioofthetangiblefixedassets(theoperationratio)andthechanging

ratiooftheoperatingprofit(theprofit).Investigativeperiodsarethe19yearsfrom1984to1998,the6

yearsfrom1980to1985,the5yearsfrom1986to1990andthe8yearsfrom1991to1998.

Accordingtothepaneldataanalysis,wecanfindthefollowingresults;thatis,firstofall,therela-

tionshipontheemploymentandtheprofitofJapanesecorporationshaslessenedconsiderably.The

profithasnotbeenthedeterminingfactoroftheemployment,relatively.Onthecontraly,theemploy-

mentfacilitatesthe4EMratio,andwefindtheevidencethattheemployment.hasthemorestrong

causalrelatiollshipwith血,einvestmentandtheoperationratiothantheprofit.Theemploymenthasthe

functionoftheadjustmentonthedegreeoftheinvestmentandtheoperationratio.But,theemployment

hasnotthefunctionasthetoolforprofitmaking.


